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要約
土地利用メッシュデ}タを用いて遷移確率行列を推定し、これをもとに土地利用転換の
構造を分析する様々な手法が提案されている。本研究では、従来の土地利用遷移確率の推
定方法に関する問題点を克服する方法について検討すると同時に、現実の土地利用メッシュ
データを用いた分析をとおして以下の結果を得た。1)土地利用変化の最小単位である敷
地の大きさ(敷地面積)は、都心からの距離や用途によって大きく異なるという事実を考
慮、して、土地利用遷移確率を推定する方法を提案した。 2)確率的には変化しない安定地
点の存在を考慮した遷移確率モデルを構築し、空地系用途の安定地点の割合はどの地点、で
も低く、住宅用地や商業業務用地のそれは、都心部では高いが、郊外へ向かうにつれて低
くなることが判明した。 3)遷移確率と土地利用効用との関係をロジットモデルで表現し、
遷移確率の時間的変化を記述するモデルを構築した。さらに、現実のデータを用いて分析
し、用途指定の違いが土地利用効用に作用し、結果的に遷移確率の差となって現れること
を示した。
1 .はじめに
土地利用変化の予測や転換構造の分析は、今後
の計画案策定時の基礎資料となるだけでなく、過
去の土地利用政策の評価を行う際にも重要であ
る。そのため、都市・地域計画の分野においては、
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土地利用の転換構造をいかに分析するかという点
に関して様々な手法の提案がなされてきた。例え
ば、金ほか (1991)は、土地利用遷移確率行列を
用いて土地利用転移の予測を試みている。石坂
(1992)はこれを発展させ、遷移確率行列の固有
値・固有ベクトルを用いて土地利用転換の構造に
ついて検討している。また、青木ほか(1994)は、
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遷移確率行列を用いた土地利用分析において生じ
る予測誤差を評価する方法を提案している。一方、
大悌ほか(1996)は、選移確率と土地利用効用の関
係をモデル化し、現実の土地利用変化のデータを
用いて各地点の土地利用効用を計量化し、さらに、
土地用遷移のシミュレ}ションを試みている。
ただし、これらの研究で用いられてきた土地利
用遷移確率は、いずれも土地利用メッシュデータ
を用いて、ある 2時点間で変化した面積を求め、
これをもとに推定されてきた。こうした方法は非
常に簡便であるものの、様々な問題点を内包して
いるように思われる。例えば、対象地域内には確
率的には変化せず、安定的に存在しつづけるよう
な地点(以下、安定地点と呼ぶ)を含む可能性が
ある。つまり、対象地域内のすべての地点が確率
的に変化することを仮定した従来のモデルでは誤
った予測結果をもたらす危険性がある。さらに、
吉川(1994) も指摘するように、土地利用変化の
基本単位は敷地であり、変化した面積をもとに推
定する従来の方法では、真の遷移構造を見失って
しまう危険性がある。また、今までは、データ制
約などの問題から、遷移確率は時間的に安定して
いるものと仮定して議論していたが、中長期的な
土地利用動向について検討する際には、遷移確率
自身の時間的な変化構造についても議論しておく
必要がある。さらに、土地利用の変化の仕方は地
点によって異なり、例えば、様々な土地利用規制
の遷移確率に及ぽす影響などについても検討して
おく必要がある。
そこで、本研究では上記の課題について以下の
ように議論する。まず、第2章において敷地単位
での土地利用遷移確率行列をメッシュデータを用
いて推定する方法について検討し、第3章では安
定地点を考慮した土地利用遷移モデルを提案す
る。また、第4章では土地利用効用の概念を用い
て、遷移確率行列の時間的な変化を表現するモデ
ルを構築する。さらにここでは、用途指定が土地
利用遷移確率に及ぼす影響について数値分析の結
果をもとに考察する。
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図l 土地利用遷移確率行列
2.敷地単位の土地利用遷移確率
(1) 敷地単位の遷移確率行列
従来の土地利用遷移モデルにおいては、土地利
用項目がjから iへ遷移する確率Pむを、次式のよ
うに推定していた。
Pu=竺L
l:;my (1) 
ここで、 mijは対象地域内において、過去2時点聞
に土地利用がjから iに変化した面積の合計値で
ある。すなわち、都市空間内のすべての地点がそ
れぞれ独立に変化するものと考え、変化した面積
から遷移確率を推定していた。
しかし、現実の土地利用変化について考えると、
各地点はばらばらに変化するのではなく、基本的
にはある大きさをもっ敷地を一つの単位として変
化している。例えば、図1の単純な例をみても分
かるように、変化した面積から求める方法と、敷
地単位で求める方法とでは明らかに異なる遷移確
率行列が得られてしまう。遷移確率の構造を、よ
り現実に即したかたちで把握するためには、敷地
単位で遷移確率をとらえる方が望ましいと考えら
れる。そこで、今までの推定式(式(1) を、土地
利用がjから iに変化した全敷地数h を用いて、
nu 
Pg=τ了よ-
L;n!J 
と表すことにする。
(2) 
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本研究では式(2)におげる nijを行列表示したも
のを敷地遷移行列、また、これを確率として表示
したものを敷地遷移確率行列と呼ぶことにする。
(2) メッシュデータを用いた推定方法
上記の敷地遷移行列は、敷地単位でデータ化さ
れたポリゴンデータなどを用いて求めることが望
ましい。しかし、現在のところ数時点にわたり整
備されているデータはメッシュ型のデータに限ら
れているので、ここではメッシュデータをもとに
敷地遷移確率行列を推定する方法について考えた
しユ。
対象地域内において土地利用項目がjから iに
変化する敷地数hは、土地利用jがiに変化する
際の平均敷地面積 aijが得られれば、先の面積 mij
を用いて次式から推定することができる。
m“ 
n.=一三ー
a F 
(3) 
そこで、平均敷地面積 aijを、図2に示す方法によ
り推定することにする。すなわち、 2時点間の土
地利用メッシュデータにおいて、まったく同じ変
化過程をたどった地点が隣接して存在する場合
に、それらはひとつの敷地を構成しているものと
みなすことにする(このとき、メッシュの大きさ
が十分に小さいことが要求されるが、データの制
約から、本研究では10mXI0mのメッシュを用い
ている)。つまり、土地利用がjから iに変化する
際の平均敷地面積 aijを、
m a. = '''ij ---
n B 
(4) 
と推定することにする。ただし、 nLは土地利用項
目がjから iに変化した敷地数を図2下のように
して数えた値である。
一方、土地利用がjのまま変化しなかった敷地
の大きさについては、上記の方法では把握できな
い。そこで、この面積むの値はjから他の項目 i
に変化する全敷地の平均面積に等しいものと仮定
し、
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図2 敷地単位の推定方法
表 1 使用デー タ
使用デー タ:細密数値情報
(国土地理院発行)
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図3 対象地域
28 総合都市研究第65号 1998
表2 平均敷地面積aijの推定結果
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と求めることにする。
以上の方法で2時点、のメッシュデータより aij
が求められれば、式(3)より敷地遷移行列 h を推定
することが可能となる。
(司平均敷地面積の推定結果
既存の土地利用データ(表1)を用いて、図3
に示す対象地域において土地利用が変化した敷地
の平均敷地面積 aijを推定した。その結果を表2に
示してある。対象地域全体の中では造成中地や山
林荒地、あるいは工業用地に関わる土地利用にお
いて、比較的大きな面積がまとまって変化してい
る。これに対して、住宅用地に関しては平均敷地
面積が小さいことがわかる。
さらに、この平均敷地面積の特徴について詳細
に考察するため、都心からの時間距離圏ごとの値
を求め図4に示した。変更前の土地利用分類に着
目すると(図4(a))、造成中地が20分圏で高い値
を示していることがわかる。これは、臨海部にお
ける大規模開発の結果であると思われる。工業用
地については、都心部から郊外にかけて比較的広
い面積単位で変化している。一方、住宅用地や商
業業務用地の平均敷地面積は距離圏によらずほぽ
一定であり、ここでの分類の中では最も小さいこ
とがわかる。さらに、変化先の土地利用分類に着
目してみると(図4(b)、平均敷地面積は各項目
とも都心から遠ざかるにしたがって幾分大きくな
る傾向がうかがえる。すなわち、変化前の単位敷
地面積は、都心部と郊外部で大きな違いはないも
のの、変化後に形成される単位敷地は郊外の方が
幾分大きいと言える。
以上のように、土地利用が変更される際の平均
敷地面積は、変更前後の用途によって大きく異な
り、また、都心からの距離圏によってもバラエテイ
をもっ。メッシュデータを用いて敷地遷移確率行
列を推定する際にはこれらの事実を反映させるこ
とが必要であると考えられる。
3.安定地点を考慮した土地利用遷移
(1) モデルの定式化
安定地点を考慮した土地利用遷移モデルの必要
性と有効性については既に検討した(大悌ほか、
1996)。しかし、従来までは遷移確率行列に定常性
を仮定しており、また、変化した面積から直接遷
移確率を求める方法をとっていた。そこで、この
定常性の仮定をゆるめ、また、敷地単位の変化に
基づくモデルへと拡張しておきたい。
時点 t+1での土地利用 iの敷地数ぁ(t+1)は、
従来の方法によれば、式(2)に示した遷移確率ρuを
用いて次のように記述されてきた。
x;(什l)=LjPUキ;(t) (6) 
しかし、対象地域内には、われわれが観測したい
時間範囲内においては、土地利用が他の用途へ確
率的には変化しない地点(安定地点)も存在する
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可能性がある。つまり、土地利用が項回jとして安
定している敷地が対象地域内にらだけ存在する場
合には、上記のモデルは次のように書き換える必
要がある。
x;(t+l) = S; + Lj qfj(t) (.ろ(/)・Sj) (7) 
ここで、も(t)は時刻 tにおいて安定的に存在す
る敷地数を除外して、すなわち、確率的に変化す
る地点、のみから求められる敷地遷移確率である。
また、この遷移確率は一定ではなく、時刻 tによっ
て異なるものと考えているので、時刻 tの関数と
なっている Qつまり、遷移確率 qij(t)の推定値は次
式で与えられる。
nu(/) 
q ; (t) = ， " (i宇j)
L; f'ly(t) -Sj 
(8) 
n~ ;(/)・S;
q;;(の=__ .8 J 
L; ny(t)・Sj
ここで、 nij(t)は時刻 tから t+1の聞に土地利用
がjから iへ変化した全敷地数である。
さらに、対象地域の中の土地利用分類がjであ
る敷地で、時刻 tから t+2までまったく変化しな
かった敷地の数を η(t)とすると、行(t)は先の qij
(9) 
(t)を用いて、
r/t)=Sj +(L;ny(t)・Sj)qit) qit+ 1) 側
と表すことができる。ここで、式(9)、側よりむ(t)、
qj(t+ 1)を消去すると、次式が得られる。
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すなわち、図5に示すように、 3時点、の土地利用
メッシュデータから、各時点聞の敷地単位の遷移
行列 nij(t)と、 3時点間変化しなかった敷地数行
(t)が求められれば、各土地利用についての安定地
点の敷地数あと、確率的に変化する地点の敷地遷
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移確率 q;j(t)、qj(t+1)を推定することができる。
(2) 実データを用いた安定地点数の推定
以下では、第2章、第3章で構築した土地利用
遷移モデルを用いて実際の土地利用データを分析
し、安定的に存在する敷地数の推定を試みた。た
だし、平均敷地面積aijの値については、より安定
した値を得るために、 3時点のデータを用いて、
mが(の+m.{什1)
a“ 
ny(の+ni什1)
z沖j(m仰いmit+1)
a“=---、
L向 lng(t)+ng(什1)) 
と推定している。また、対象地域内に大規模な面
的開発が実施された地点が存在すると平均敷地規
模が大きく揺らぎ、分析結果に影響する危険性が
02) 
(13) 
図5 安定地点を考慮した土地利用遷移モデル
表3 安定地点、の敷地割合の推定結果
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図6 距離圏別の安定地点の敷地割合
ある。そこで、以降では敷地面積が1ha以上のま
とまりで変化した敷地は除外して検討することに
した。
まず、図3の対象地域において各土地利用項目
ごとに安定地点の敷地割合を推定し、その結果を
表3に示した。造成中地や空地の安定地点の割合
は他の項目に比べて低く、これらの土地利用は、
ほとんどすべての地点で変化しやすく、過渡的な
土地利用形態であることが確認できる。
つぎに、安定地点の空間的な分布特性について
検討するため、都心からの時間距離圏別に安定地
点の敷地割合を推定した。図6には結果の一部を
示しである。空地系の用途は距離圏によらずほぽ
一定の低い値を示すのに対し、一般低層住宅地や
商業業務用地では都心では高く、郊外へ向かうに
つれて低くなることがわかる。一般的に、都心ほ
ど土地利用変化は激しいものと考えられるが、確
率的に変化する可能性の有無で評価すると、むし
ろ都心部の方が変化する地点、は少ないことがわか
る。この結果は、一種住専や商業地域など、土地
利用の転換の方向を規定する働きが都心部におい
てより明確に機能している可能性を示唆している
ものと考えられる。
(3) 土地利用遷移における単純マルコフ性の確認
マルコフ連鎖を用いる多くのモデルでは、理論
的な議論を単純化するために、単純マルコフ性を
仮定している。単純マルコフ性とは、時点 t+1に
おける状態は、時点 tだけの状態に依存し、時点 t
1以前の状態には無関係であるという性質であ
る。これに対して、時点 t-1以前の状態にも依存す
る性質は多重マルコフ性と呼ばれている。
現実の土地利用遷移は、厳密には多重マルコフ
的性質を持っと考えられることから、次のような
分析を試みた。すなわち、過去の履歴が異なるふ
たつのグループ(地点の集合)から推定される推
移確率行列を比較することで、多重マルコフ的性
質の存在を確認した。具体的には、図7に示すよ
うに、 1979~84年の敷地遷移確率行列を、 1 時点
前の1974~79年において土地利用変化がなかった
地点と、土地利用変化のあった地点とに分けて、
別別に推定した。前者には安定地点の成分が含ま
れている可能性があるので、上述したモデルを用
いて推定し、一方、後者には安定成分が含まれて
いないので、敷地単位の変化からそのまま推移確
率を推定した。それぞれの敷地遷移確率行列を
qAu(t)、qB;j(t)と表し、両者の成分を図aに示し
た。この結果を見る限りにおいては、両者の値に
はそれほど大きな希離は見られない。つまり、本
研究で対象としているデータに関しては、土地利
用遷移は単純マルコフ的と考えても大きな誤りは
なさそうである。
図7 単純マルコフ性の確認方法
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図8 qAij (t)と qBj(t)の成分比較
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4.遷移確率の時間的変化
(1) モデルの定式化
従来のマルコフ連鎖型土地利用モデルにおいて
は、遷移確率は時間によらず一定であることを仮
定している。しかし、遷移確率の定常性に関する
仮定は、現実にそぐわない可能性がある。そこで、
以下では土地利用効用の概念を用いて、遷移確率
行列の時間的な変化を記述するモデルの構築を試
みる。
まず、時点 tにおいて土地利用項目をjから i
に変更する際に得られる効用を Uij(t)と表すこ
とにする。 !liJ(t)は確定項 Uij(t)と確率的な不確
定項eij(t)の和に分離できるものとし、 eij(t)にガ
ンベル分布を仮定すると、以下のようなロジット
モデルを得る。
e:xpl Ui(t)1 
q ;(t) = ---=-=-=-~ 
l: kexP! U kj(t) J (14) 
ただし、 qij(t)は時点 tにおける敷地遷移確率で
ある。
ここで、土地利用効用の変化が時間に対して直
線的であると仮定すると、連続する 3時点 t、t+
1、t+2における土地利用効用の関係は、
U!i(t+2) = 2U!i(什 l)-U!i(t) (15) 
と書くことができる。式(14)と式(15)を用いて簡
単な数式展開を行うと、次の関係式を得る。
I Gi/(t+ 1】In
Gij(t+n)= 1 -g'- -， f Git) 
1 G ij(t) 1 ' (16) 
ただし、
q ;(t) 
G;(t) =.:.!..:.:. 
q.it) 
?? ?
である。ここで、式(17)の両辺の iについての和を
求めると、右辺の分子は1に等しくなるから、時
点t+nにおける選移確率行列の対角成分は、 Gij
(t十n)を用いて、
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?
?
?
??
，
? ?
????? ?
、 ， ， ，???， ??? 、? ??? (18) 
と書くことができる。また、非対角成分について
も同様に、式(17)から、
G;;(什n)
qit+n) =ー-1!..:.一一
l:;G，(t+n) 
(19) 
と書くことができる。
すなわち、連続する 3時点の土地利用データよ
り二組の推移確率行列を推定し、式(17)にしたが
いGij(t)、Gij(t+ 1)を構成すれば、式(16)、式
(18)、式(19)より、時点t+nにおける土地利用遷
移行列qij(t十n)を推定することが可能となる。
(2) 実データを用いたモデルの検証
現実のデータを用いて前節で構築したモデルの
適合性を検証する。検証の方法を図9に示しであ
る。すなわち、既存の土地利用データのうち、1974、
79、84年の3時点、のデータを用いて、まず、第3
章までに述べた方法により確率的に変化する地点
の遷移確率qiJ.(l)、qi2)を求め、これをもとに
lQij<.3)実測値l
qiP) qが2)
安定地点を考慮した
奮‘単位の遺著書確率行列
図9 遷移確率行列予測モデルの検証方法
84---89年の選移行列qij(3)を前節の方法で推定し
た。この結果と、 1979、84、89年のデータを用い
て推定される遷移確率行列qiJ{3)の値とを比較し、
図10(a)に示した。また、推移確率行列の時間的な
変化を確認するため、遷移確率qiJ.(l)とqij(3)の値
を比較し、図10(b)に示した。図10(b)をみると、
時間を経ると遷移確率行列が大きく変化してしま
うことがわかる。つまり、遷移確率行列に定常性
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図10 モデルの適合性
を仮定することは難しいことが分かる。これに対
し、前節の方法で遷移確率行列を推定すると、定
常性を仮定するよりは現実に近い遷移確率となる
ことがわかる。すなわち、上記のモデルを用いれ
ば遷移確率行列の時間的な変化をある程度考慮し
た分析が行える可能性がある。
しかし、モデルの適合度は必ずしも良好ではな
く、部分的には希離の大きい土地利用遷移もある。
そこで、次節ではこの原因について考察したい。
(3) 用途地域指定が遷移確率に及ぽす影響
用途指定ごとに遷移確率行列を求め、相互に比
較してみた(図11)。同じ住居系の用途指定である
1種住専と 2種住専では、その遷移構造はよく似
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図11 用途地域指定間での遷移行列推定結果比較
ているが、商業地域と比較すると大きく異なる。
前者では対角成分が大きく土地利用の変化が穏や
かであるのに対して、後者では非対角成分が大き
く、特に、空地や商業業務用地への遷移が大きい。
すなわち、前節のモデルの不備は、各地点の持つ
場所性を取り込んでいないことに起因するものと
思われる。そこで、次のように考えた。
そもそも土地利用効用が都市空間内で一様であ
るとは考えにくい。式(14)では遷移確率を土地利
用効用を用いて記述したが、各地点のもつ場所性
によって、効用が変動すれば遷移確率も変動する。
そこで、土地利用効用が、場所の特性に応じてど
のように異なるかについて検討しよう。吉川ほか
(1990) も同様の観点から用途地域指定ごとの土
地利用遷移の違いについて検討している。
土地利用効用を計量化するモデル(大偽ほか、
1996) を応用して、用途指定が土地利用効用に及
ぼす影響を計測した。その結果を図12に示してあ
る。
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図12 用途地域指定別の土地利用効用
第1種、第2種住専では、住居系の土地利用効
用が高く、むしろ商業業務活動の効用は低い。一
方、商業地域においては、この傾向は逆転し、商
業業務の効用が高くなることがわかる。
以上のように、土地利用効用は地点の特性に応
じて大きく異なり、その結果、式(14)から分かる
ように、土地利用遷移確率の違いとなって現れる。
すなわち、土地利用遷移確率を推定する際には、
土地利用特性の類似する地点ごとに推定する必要
があると言える。
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5. まとめ
本研究では、従来の土地利用遷移確率の推定方
法に内在する問題点を整理すると同時に、新たな
推定方法の提案を行った。具体的には、土地利用
遷移確率行列を推定する際には、 1)変化した面
積ではなく、敷地単位に遷移を捉える必要のある
こと、 2)すべての地点が確率的には変化してお
らず、安定的に存在する地点(安定地点)の存在を
考慮する必要のあること、 3)土地利用効用の概
念を用いたモデルによれば、土地利用遷移確率の
時間的変化をある程度記述できること、 4)遷移
確率を規定する土地利用効用は用途規制をはじめ
とする場所の特性に大きく依存しているため、場
所の特性を勘案しながら対象地域を分類し、その
中で推定する必要のあることなどを示した。
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Many studies on land use conversion have been carried out using the Markov chain model. ln 
this paper we discuss the fol1owing three features of land use conversion and propose an estimating 
method of land use transition probability using urban raster data. 
First， in the previous studies the transition probability matrix on land use has been estimated 
from the time series raster data， by counting the number of cells which changed from one land use 
category to the other. However， the spatial unit of land use conversion is a parcel. Therefore， the 
transition probability matrix should be estimated by counting the number of parcels whose land use 
categories are changed in a unit time. We propose a method for estimating the number of parcels 
using land use raster data. 
Second， itmust be noted that there are some places whose land use conversion dose not fol1ow 
the stochastic process. This fact requires us to exclude these places from the study area. Hence we 
noted the places whose land use are in steady state， and propose a method to estimate the amount 
of places in steady state. 
Last， itmust be also considered that the land use transition probability is never constant in time. 
We therefore introduce the concept of land use utilities and construct a model which express the 
change of transition probability matrix. 
The above ideas are combined and applied to the actual urban raster data. The effectiveness of 
proposed methods and some new findings on land use conversion are shown. 
